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して民間事業者に対する補助であり、 （２） はバス・トラック事業者に対する補助が中心である。 
「目標達成計画」では、これらの施策の総合的な効果によって、2010 年度におけるクリーン
エネルギー自動車の累積導入台数が 233 万台になると見込まれており、 その省エネ効果によって、




しているので、ここでは、平成 16 年度における施策の概要を整理する。 
２-１ 自動車税のグリーン化 
①自動車税のグリーン化による税の軽課措置の対象自動車は、 排出ガス性能と燃費性能の二つ










年度１年間のみである。 表 1   自動車税のグリーン化の対象車両と内容（平成 16 年度） 
 
平成 22 年度燃費基準 
達成車（低燃費車） 
平成 22 年度燃費基準 
+5％達成車（優良低燃費車）
新☆☆☆車 
（平成 17 年排出ガス基準より 50％低減）
  25％軽課 
新☆☆☆☆車 




軽課措置と同様の基準で運用されている。平成 16 年度においては、表 2に示すように、低燃費
車かつ新☆☆☆☆車、 あるいは、 優良低燃費車かつ新☆☆☆車については自動車取得税の課税標
準額から 20 万円が控除され、 優良低燃費かつ新☆☆☆☆車については 30 万円の控除が認められ
ていた。自家用乗用車の場合、取得税率は５％であるので、それぞれ１万円、1.5 万円の軽課措
置に相当する。 
表 2   自動車取得税の特例措置の対象車両と内容（平成 16 年度） 
 
平成 22 年度燃費基準 
達成車（低燃費車） 
平成 22 年度燃費基準 
+5％達成車（優良低燃費車）
新☆☆☆車 












車、 ＣＮＧ自動車、 メタノール自動車、 ハイブリッド自動車 （バス・トラック） の取得の場合は、
取得税率から 2.7％が軽減され、 ハイブリッド自動車 （乗用車） の場合には、 2.2％の軽減になる。
なお、②低燃費車の取得に係る自動車取得税の特例でいう「低燃費車」かつ③低公害車の取得に
係る自動車取得税の特例でいう「低公害車」に該当する自動車の場合には、②と③の特例措置の
うち、③が適用される（地方税法第 32 条）。 
３ 既往研究の概要 





入した場合に、 ３年間にわたって自動車税を 10～20％減税するというものである。 中塚他 （2001）
の推定結果によると、この施策による CO２排出量削減効果は 0.1％程度と、非常に小さいという
結果を得ている。 
  Sugino  et al. (2006)  は、Berry et al. (1995)  が開発した、寡占市場における差別化された財市場












  計量経済学的な手法を用いてグリーン税制の効果分析に焦点を当てた中塚他 （2001） や Sugino 
et al. (2006)、 ミクロ経済学のモデルを用いたシミュレーション分析によって費用便益分析を行っ
た藤原・蓮池・金本（2002）とも、現実的な減税額の範囲ではグリーン税制の CO２排出量削減
効果はほとんどないという結論になっている。 本稿では、 Sugino et al. (2006)  や Berry et al. (1995) 
で用いられている手法を参考にして、 実際にグリーン税制が導入された後の統計データを活用し
て、グリーン税制の効果について事後的な検証を行うことを目的としている。 





を参考にしている。 ４ 推定モデルとデータ 
４-１ 推定モデル 
消費者 A がn 種類の型式の自動車の中から、ある特定の型式の自動車i を購入した場合の効用
を i A U , とする。消費者は自分の効用が最も大きくなるような選択肢を選ぶ。本稿では、 i A U , は確
定的な効用 i f と確率的な部分 i A, ε とに分解でき、 
( 1 )     i A i i A f U , , ε + =  
と表されると仮定する。 i f は、燃費、馬力、車両重量といった、自動車i の各種の特性 i k z , から
構成され、 
( 2 )     i k
N
k k i z f , 1 ∑ = = β  
と表現できるとする。ここで、 k β は推定すべきパラメータであり、自動車の特性の数を N とし
ている。自動車を買わない場合は、 0 = i f とする。 
  効用の確率的な部分 i A, ε は、効用のうちで、確定的な効用 i f に含まれない部分を表す。 i A, ε の
分布について、独立で同一なガンベル分布（第一種極値分布）を仮定すると、ある特定の型式の
自動車i が占めるシェア i S は、 










1 ) exp( 1
) exp(
 
と表される。「自動車を買わない」ことの「シェア」 0 S は、 











タを用いてパラメータ k β を推定する。 
４-２ 変数の定義と統計データ 
  本稿では、ある特定の型式の自動車i のシェア i S を説明する属性 i k z , に関する変数として、大
きく分けて２種類の変数を考えている。 一つは自動車の物理的な属性に関するもので、 もう一つ
はコストに関する変数である。 本節では変数の定義と利用した統計資料について簡単に説明する。  
被説明変数（シェア、新車台数） 




















となり、自動車税収（約 18.8 億円）の約 25.8％に相当する。低燃費車の取得に係る自動車取得
税の特例措置についても同様に計算すると、 総額で約 4.2 億円の軽課であり、 自動車取得税収 （約
47.2 億円）の約 9.0％に相当する。 
                                                           
2  類別区分番号は、 同じ型式の自動車に対して、 装備品等の違いによってきめ細かく番号を設定
して区分するものである。 
3  車両の長さ、幅、高さの５mm 程度の差等は捨象した。 
4  改造車等は類別区分番号が振られないので、 同じ型式番号の類別区分番号が分かる自動車から
適宜判断し、分類した。 
5  前述のように、 ハイブリッド車の場合は、 ②低燃費車の取得に係る自動車取得税の特例措置で
はなく、③低公害車の取得に係る自動車取得税の特例措置が適用される。表にはハイブリッド
車も含まれた数字が示されているが、ハイブリッド車の台数は、983 台であり、全体（60,895
台）の約 1.6％に過ぎないので、大きな影響はない。 表 3   サンプルデータにおける自動車税のグリーン化の対象車の割合 
  低燃費車  優良低燃費車   
新☆☆☆車     2.3％   
新☆☆☆☆車 32.6％ 24.6％ 57.3％ 
   26.9％   
※  全 60,895 台に占める割合を表す。 




1.6％に過ぎないが、 本特例措置による減税額の総額は約 4,600 万円であり、 単純平均で１台あた
り約 47,000 円の減税となっている。これはガソリン車（低燃費車の取得に係る自動車取得税の
特例措置）の平均減税額（約 12,000 円）の４倍近い。 
 「自動車を買わない」 ことの 「シェア」 0 S は、 平成 17 年度住民基本台帳に基づく世帯数 （680,837）







の統計資料は、表 4にまとめてある。 表 4   物理的属性に関する変数と利用した統計資料 
属性変数  概要  統計資料 
車両寸法  車両の長さ・幅・高さの積、単位：m
3  『自動車諸元表』 
馬力/車両重量  単位：kw/㌧ 
『自動車諸元表』 
自検協データ 
































7  自動車諸元表から値を得られなかった一部の型式については、 web 上の自動車カタログデータ
（http://autos.goo.ne.jp/catalog/index.html 等）から判断した。他の変数についても同様である。 












  はじめに、パラメータの推定結果を表 5に示す。コストに関する変数は、車両コストの t 値
が若干小さめではあるが、車両コスト、走行単価ともにマイナスの値であり、整合的な値が得ら
れた。データの都合から、類別区分番号ごとの価格のばらつきが大きいにもかかわらず、ある程
度同じ属性の自動車を同じ型式とみなさざるを得なかったことが、 車両コストの推定値の t 値が





































































     Number of observations = 679, R-squared = 0.2847 
 














II.  「施策なし」のケースについて、各型式の自動車のシェアの予測値を求める。 







表 6   排気量帯別平均年間走行距離の推定値（中塚他(2001)） 
排気量区分（cc）  平均年間走行距離の推定値（km/年） 
1,000～1,500   8,650 
1,500～2,000   9,430 
2,000～3,000   9,520 
3,000～  10,190 
 


















施策あり  ○  ○  ○ 
【分析１】  ○  ○  × 
【分析２】  ○  ×  ○ 
【分析３】  ×  ○  × 
【分析４】  ×  ×  × 




  まず、 ③低公害車の取得に係る自動車取得税の特例の効果を分析する。 この施策によってガソ
リン車からハイブリッド車への転換が起きるのか、 また、 それによってどの程度温暖化対策とし
ての効果があるのかをみる。推定結果の概要を表 8に示す。 
表 8   低公害車の取得に係る自動車取得税の特例の効果 
  A：特例措置あり B：特例措置なし 差（A－B） 
ハイブリッド車台数（台）  238 235 ＋3 (＋1.3%)
ハイブリッド車シェア  1.1% 1.1% ＋0.0 ポイント
ガソリン車台数（台）  20,959 20,959 ±0
ガソリン車シェア 98.9％ 98.9％ －0.0 ポイント
ガソリン消費量の推定値（kl）  14,720 14,719 ＋1.1(＋0.01%)




ハイブリッド車特例による減税総額 （円） 17,078,756 0 ＋17,078,756
自動車取得税収（円）  1,874,146,625 1,888,458,101 －14,311,476
※  ハイブリッド車およびガソリン車のシェアは、自家用乗用車全体に占めるシェアを示す。 
 
  特例措置がある場合とない場合とを比較すると、 特例措置によってハイブリッド車が追加的に
３台普及（約 1.3％増加）する。それに伴って、ガソリン消費量が若干増加するが、ほとんど無視してよいレベルであると考えられる9。 
会計上の費用に着目すると、 ハイブリッド車の特例措置に要する減税額は総額で約 1,700 万円
である。 特例措置の有無によって消費者の車種間の選択行動が変わるので、 ハイブリッド車の特
例措置による自動車取得税の減税額はネットで約 1,400 万円になる。 








での税込み価格が約 218 万円であるのに対して、特例措置による減税額は 42,570 円（約 1.95％）
に過ぎない。 














                                                           





表 9   低燃費車の取得に係る自動車取得税の特例の効果 
  A：特例措置あり B：特例措置なし 差（A－B） 
ハイブリッド車台数（台）  238 238 ±0
ハイブリッド車シェア  1.1% 1.1% －0.0 ポイント
ガソリン車台数（台）  20,959 20,936 ＋23 (＋0.0%)
ガソリン車シェア 98.9％ 98.9％ ＋0.0 ポイント
ガソリン消費量の推定値（kl）  14,720 14,705 ＋15.0(＋0.1%)




ハイブリッド車特例による減税総額 （円） 17,078,756 17,079,352 －596
自動車取得税収（円）  1,874,146,625 2,031,904,285 －157,757,660
※  ハイブリッド車およびガソリン車のシェアは、自家用乗用車全体に占めるシェアを示す。 
 
表 10  特例措置によるグリーン税制適合車両数の変化 
  低燃費車  優良低燃費車 
新☆☆☆車      ±0 
新☆☆☆☆車  ＋11  ＋12 
※  特例措置があるケースの台数からないケースの台数を引いている 
 



















ない場合と、 両方ともある場合とを比較する。 推定結果の概要は表 11 と表 12 のとおりである。 
表 11  自動車税のグリーン化と低公害車の取得に係る自動車取得税の特例の効果 
  A：特例措置あり B：特例措置なし 差（A－B） 
ハイブリッド車台数（台）  238 235 ＋3 (＋1.3%)
ハイブリッド車シェア  1.1% 1.1% ＋0.0 ポイント
ガソリン車台数（台）  20,959 20,932 ＋27 (＋0.0%)
ガソリン車シェア 98.9％ 98.9％ －0.0 ポイント
ガソリン消費量の推定値（kl）  14,720 14,701 ＋19.4(＋0.1%)




ハイブリッド車特例による減税総額 （円） 17,078,756 0 ＋17,078,756
自動車取得税収（円）  1,874,146,625 1,886,016,943 －11,870,318
自動車税減税額（円）  188,619,429 0 ＋188,619,429
自動車税収（円）  669,332,855 856,746,495 －187,413,640
※  ハイブリッド車およびガソリン車のシェアは、自家用乗用車全体に占めるシェアを示す。 
 
表 12  特例措置によるグリーン税制適合車両数の変化 
  低燃費車  優良低燃費車 
新☆☆☆車      ±0 
新☆☆☆☆車  ＋13  ＋16 
※  特例措置があるケースの台数からないケースの台数を引いている 






  最後に、 本稿で分析対象とした３つの施策全体での効果を見る。 ３つの施策全てがない場合
と、全てが実施された場合とを比較する。推定結果の概要を表 13 と表 14 に示す。 
表 13  ３つの施策全体での効果 
  A：特例措置あり B：特例措置なし 差（A－B） 
ハイブリッド車台数（台）  238 235 ＋3 (＋1.3%)
ハイブリッド車シェア  1.1% 1.1% ＋0.0 ポイント
ガソリン車台数（台）  20,959 20,909 ＋50 (＋0.2%)
ガソリン車シェア 98.9％ 98.9％ －0.0 ポイント
ガソリン消費量の推定値（kl）  14,720 14,686 ＋34.6(＋0.2%)




ハイブリッド車特例による減税総額 （円） 17,078,756 0 ＋17,078,756
自動車取得税収（円）  1,874,146,625 2,045,775,298 －171,628,673
自動車税減税額（円）  188,619,429 0 ＋188,619,429
自動車税収（円）  669,332,855 855,821,477 －186,488,622
※  ハイブリッド車およびガソリン車のシェアは、自家用乗用車全体に占めるシェアを示す。 
 
表 14  グリーン税制適合車両数の変化 
  低燃費車  優良低燃費車 
新☆☆☆車      ＋1 
新☆☆☆☆車  ＋24  ＋28 
















 表  13 に示したように、上の【分析４】では、②低燃費車の取得に係る自動車取得税の特例と





リッド車の台数が増加するか、 CO2排出量はどう変化するのか等をみる。 ここではこの施策を 「低
公害車の取得に係る自動車取得税の特例措置の強化策」と呼ぶ。 
  試算結果を表 15 に示す。これまでの分析の「施策あり」のケースがここでの試算の「施策な
し」 に相当する点に注意が必要である。 ここでの試算では、 ハイブリッド車の取得税の減税率を、
現状の取得価額の 2.2％から約 20.8％に拡大することができる。自動車の取得に係る税は自動車
取得税と消費税がそれぞれ車両取得価額の 5％であるので、 実質的に車両取得価額の約 10.8％の
補助金に相当する。 表 15  低公害車の取得に係る自動車取得税の特例措置の強化策の効果 
  A：強化策あり B：強化策なし  差（A－B） 
ハイブリッド車台数（台）  260 238 ＋22 (＋9.2%)
ハイブリッド車シェア  1.2% 1.1% ＋0.1 ポイント
ガソリン車台数（台）  20,935 20,959 －24 (－0.1%)
ガソリン車シェア  98.8% 98.9％ －0.1 ポイント
ガソリン消費量の推定値（kl）  14,717 14,720 －3.4(－0.0%)




ハイブリッド車特例による減税総額 （円） 176,999,960 17,078,756 ＋159,921,204
自動車取得税収（円）  1,875,701,952 1,874,146,625 ＋1,555,327
※  ハイブリッド車およびガソリン車のシェアは、自家用乗用車全体に占めるシェアを示す。 
 
表 16  グリーン税制適合車両数の変化 
  低燃費車  優良低燃費車 
新☆☆☆車      ±0 
新☆☆☆☆車  ＋9  －10 
※  強化策があるケースの台数からないケースの台数を引いている 
 










 ６ おわりに 















  本稿での分析は、 グリーン税制による効果の一部をごく大雑把に把握したものであり、 今後の
課題は少なくない。例えば、以下のような点が挙げられる。 
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